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大韓民国「建国」の記憶をめぐる論争  

―文化的記憶のヘゲモニーをめぐる対立としての  
ニューライト運動と韓国の「歴史戦争」―  

パトリック・フィアターラ  

はじめに  

 大韓民国（以下「韓国」）の起源はいつか。1919 年の大韓民国臨時政府樹立か、

1948 年の大韓民国の（政府）樹立か。その起源をいかに呼び、特に 1919 年と 1948

年を国家と社会はいかに記念すべきか。この記憶をめぐって、韓国社会は 2000 年

代半ばに入ってから激しい論争を経験している。「建国」の記憶をめぐる論争は、

独立した歴史認識の対立というより、韓国近現代史をめぐって起こっている幅広

い対立の一部をなすものである。様々な局面で展開する論争は「歴史戦争」とも

呼ばれており、民主化（1987 年）以降の韓国政治と社会で絶えず展開している。 

本稿は、韓国の広範な「歴史戦争」の中から、韓国の起源とその起源に関する

記憶をめぐる論争（以降「建国論争」）を一例として取り上げ、記憶史の観点から考

察することを目的とする。そのために、本稿ではまず、記憶史としての韓国現代

史のための方法論として文化的記憶の概念（第 1 節）を提示した後に、そこから

韓国における「歴史戦争」勃発の複数条件を整理し（第 2 節）、建国論争の歴史

的背景を概観する（第 3 節）。そして、第 4 節から第 6 節までは、建国論争がど

のように展開したかを明らかにする。最終的に、建国論争を含む韓国の「歴史戦

争」全体の起源と核心をどのように説明することが可能か考察を試みる。 

I  記憶史としての韓国の「歴史戦争」  

本稿では集合的記憶に焦点を当て、「記憶」を、ある集団の過去を再現前化さ

せ、時間体験に基づく意味形成を伴う「自叙伝体の文化的記憶」

（kulturautobiographisches Gedächtnis）として捉える1)。文化学的記憶史研究の定
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説となっているアライダ・アスマンとヤン・アスマンのテーゼによれば、文字社

会には「伝承的記憶」（kommunikatives Gedächtnis）と「文化的記憶」（kulturelles 

Gedächtnis）という二種類の記憶が共存している2)。伝承的記憶とは、日常生活の

中で生み出され、生活体験として経験され、日常的かつ身近な範囲の事象に関す

る記憶である。それに対して、文化的記憶とは、それを共有する集団全体に及ぶ

広い射程を有し、専門家やエリートによって創造されるものである3)。伝承的記憶

と文化的記憶との区別で重要なのは、記憶する対象との主観的な距離の感覚であ

る4)。つまり、記憶される事象が自分自身にとって日常的かつ身近なのか、それと

も人間集団の広い範囲に関わる性格のものかである。ある歴史的事象が、伝承的

に記憶されるか、それとも文化的に記憶されるかは、ある集団の中にその事象が

どのように受容されているかによって決まることになる。 

伝承的記憶の場合には、相互に異なる記憶が存在しても、それをめぐる対立に

は至ることはめったにない。記憶をめぐる対立とは、文化的記憶をめぐる対立に

ほかならない。本稿で重要となるのも文化的記憶である。文化的記憶の創造と変

遷に関して、アライダ・アスマンはさらに、「機能的記憶」（Funktionsgedächtnis）

と「蓄積的記憶」（Speichergedächtnis）を区別している5)。蓄積的記憶は、資料館

や図書館など、可能性、代案、矛盾、相対化、批判的な意義申し立てを潜在的に

蓄えた貯蔵庫に存在している記憶である。これに対して、機能的記憶とは特定の

集団にその帰属意識を創造させるものであり、何らかの選択過程によって形成さ

れる。アライダ・アスマンによると、機能的記憶と蓄積的記憶は対立する記憶で

はなく、むしろ表と裏のような存在だと定義されている。つまり、機能的記憶と

蓄積的記憶とは対立する記憶ではなく、相互に流動的なものである。蓄積的記憶

の重要性は、それが将来に再活性化されることで機能的記憶に転化することが可

能であるという点にある6)。 

さらに、機能的記憶に関しては、記憶と国民国家との結び付きが強調される7)。

そのため、機能的記憶はある集団の正当化（Legitimierung）、対抗すべき集団の

非正当化（Delegitimierung）、そして記憶を共有する集団とそうでない集団の区

別（Distinktion）の三つの機能を持っている。一般に「歴史のヘゲモニーをめぐる

闘争」と言われるものは、機能的記憶のヘゲモニーをめぐる闘争である。以上の

理解を踏まえるならば、本稿の扱う韓国における「歴史戦争」とは文化的記憶、

その中でも機能的記憶のヘゲモニーをめぐる対立として捉えることができる。 

そこでは、誰が、何を、どのように記憶すべきかが問われることになる。誰が
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特定の歴史的事象を記憶し、誰が同じ事象を忘却するのか。特定の集団において

ある事象がどのように記憶されているのか。その記憶はその集団でどのように受

け入れられているのか8)。機能的記憶をめぐる対立を検討するためには、これらを

問う必要がある。 

II  韓国「歴史戦争」勃発の前提  

民主化以降、韓国の機能的記憶には大きな変化が起こったと考えられる。「記

憶」についての前述の理解を踏まえるならば、1990 年代に入ってからの「真実究

明作業」や「過去事清算」と呼ばれる動きは、忘却されていた被害者の記憶が次

第に蓄積的記憶から機能的記憶に転化する環境が生まれたことにより生じた現象

ととらえることができる。これらのうち、1990 年代の真実究明作業や加害者の法

的責任追及に関しては、先行研究が存在するものの9)、本稿で扱う 2000 年代の文

化的記憶のヘゲモニーをめぐる対立としての「歴史戦争」の展開に関しては、こ

れまであまり研究が行われていない10)。 

2000年代に入って、韓国ではなぜ「歴史戦争」が深刻化し、「建国」が問われるよう

になったのか。それに関しては複数の要因を挙げることができる。本節ではそれらにつ

いて概観する。 

1.  民主化以降の韓国における政治的・社会的勢力配置             

―「保守」と「進歩」の定義の試み― 

「歴史戦争」が勃発する大きな前提条件として、現代韓国における政治的・社会

的勢力配置を検討する必要がある。三十年間以上の権威主義的反共体制を経験し

た韓国社会では、その体制の支配層またはそれに協力あるいは同調した人々と、

民主化のために学生運動や市民運動を展開した人々とが二大陣営を形成している

と言われる。言うまでもなく、これらは二つのそれぞれに均質な共同体ではない

が、一般には、前者が「保守」、後者が「進歩」陣営と呼ばれている。韓国では

右派／左派、日本では保守／革新という用語も使われているが、本稿では保守／

進歩を使用する。 

韓国における政治的・社会的勢力配置の特徴の一つとして、進歩陣営において

階級闘争への関心が希薄である一方で、彼らが「民族」と「反エリート」の立場
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から「民衆」を理念的な立場として掲げていることが挙げられる。つまり、韓国

の進歩陣営は必ずしも西洋的な意味での「左派」ではない。そのことの遠因は、

戦後の解放期に左派の多くが殺害されるか国外退去を余儀なくされたことにあ

る。進歩陣営は、解放期に李承晩11)と同じく民族右派に属しつつも分断に強く反

対した金九12)、その後李承晩政権下で野党となった民主党、そして、朴正煕政権

期に野党政治家であった金大中などに起源を持ち、政治勢力としては主に 1972

年以降の維新体制と全斗煥政権期に「在野」勢力13)として結集し、民主化の主役

を果たしたと指摘されている14)。この進歩陣営にとって機能的記憶を形成する最

大の契機となったのが、1980 年の光州事件である15)。つまり、両陣営を分けるの

は階級意識ではなく、反共主義と民主化運動とに対する意識である。 

また、進歩／保守両陣営はいずれも民族主義を掲げるが、保守陣営は一般に「国

家」の正統性と存在を強調する。それに対し、進歩陣営は「民族」と南北統一の

必要性を強調する傾向が強い16)。このことは、民主化以前の進歩陣営知識人が、

分断と光州事件における米国の責任を追及し、反米主義を掲げたのに対し、保守

陣営の支配層が親米主義と経済開発至上主義の路線をとったことに表れている。 

軍事政権の時代が終結し民主化が実現した後、両陣営には大きな変化が見られ

た。民主化以降の政治的・社会的勢力配置を俯瞰するならば（図 1）、保守陣営は

旧支配層の後継者、つまり反共主義と経済開発を主張する勢力に相当し、進歩陣

営は長年にわたって在野勢力として民主化・学生運動を担った勢力の後継者であ

ると理解することができる。1988 年以降、かつて野党であった進歩派が政治的に

有力な勢力に成長したのに対し、旧支配層に相当する保守派は、自由選挙におい

て自らの主張を韓国社会に訴える必要に迫られることになった。しかし、民主化

が果たされた後も、反共体制の基盤となる国家保安法が今日に至るまでなお有効

であるため、韓国社会では依然として、民族より階級を強調する「左派」勢力が

有力な政治勢力としては存在していないのである。 

1990 年代に入っても、進歩陣営は統治階級に反対する傾向にあり、批判の標的

が権威主義体制から旧体制の残存勢力と財閥に、基盤が民主化運動から「民衆」

並びに「市民社会」に移ったと考えられる。しかし、軍事政権期に野党に属して

いた政治家が必ずしも民主化後に進歩陣営に属するとは限らない。例えば、金泳

三が良い例である。金泳三は 30 年ぶりの文民大統領ではあったが、金鍾泌、李會

昌や盧泰愚と協力する形で政権を獲得したため、一般には「保守大統領」と認識

されている。 
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図１ 政治と歴史認識に着目した 1970 年代以降の韓国における 

政治的・社会的勢力配置 

 

出典：박태균（2012: 514）をもとに、筆者作成。 

2.  過去事清算、親日派処理問題、歴史教科書の検定化、太陽政策 

1990 年代になってからの進歩陣営と保守陣営との間の最大の分岐点として、

国家保安法に代表される反共体制に対する立場と、過去の権威主義体制に対する

意識に加えて、特に国家暴力の真実究明、いわゆる「過去事清算」に対するスタ

ンスを挙げることができる。その中で両陣営の間で相互に異なる機能的記憶が形

成され、その結果、歴史認識の対立による陣営区分が明確化していくのである。

このような状況下で、両陣営の主要な争点として韓国近現代史に関する記憶が浮

上してくる。保守派が国家と経済成長を強調する一方で、進歩派は「民衆」の視

点から国家に批判的な「運動史」としての韓国現代史を描くのである17)。 

その背景には、進歩陣営と民主化運動の関係のほかに、学問としての「韓国現

代史」の制度化がある。1980 年代以前には解放後の歴史は反共体制への疑義と関

連していたので、制度化した歴史学の中では研究されることがなかった。それに

対し、民主化後に、進歩派の学者たちが韓国現代史を制度化するために力を尽く

した。長年タブーとなっていた 1945 年以降の韓国現代史研究は、宋建鎬らの『解
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放前後史の認識１』（1979 年）の刊行とブルース・カミングスの『朝鮮戦争の起

源』（1981 年）の韓訳によって大きな衝撃を受け、以後、1980 年代の民主化運動

の展開ととともに進歩陣営を中心に進められた18)。そのため、1987 年の民主化前

後には、現代史のための数多くの研究所や講座が創設された。 

 現代史の学術的研究と民主化を土台に、1990 年代前半からは次第に、テレビ報

道など社会レベルで、光州事件をはじめとする国家暴力の実態に関する真実究明作

業が行われるようになった19)。以後、朝鮮戦争における民間人の虐殺、権威主義体

制期の国家暴力、韓国の支配階級の植民地時代との連続性（いわゆる「親日派処理問

題」）、そして慰安婦問題などが広く議論されるようになった。こうした社会の動

きを受けて、国家も動き出し、金泳三の「歴史の立て直し」（1993年）から廬武鉉

の「真実和解の為の過去史整理委員会」の設置（2005年）まで、各大統領は過去事

清算を推進する政策路線をとった。それらの過去事清算事業を通して、済州島 4.3

事件、老斤里事件、国民保導連盟虐殺、3・15 馬山事件、維新体制、光州事件など、

それまで公けに語られなかった事象が機能的記憶に移行することになった。 

 それは同時に、全斗煥をはじめとする旧支配者への懲罰に見られるように、法

的責任を問うことをも目指すものであった。従って、過去事清算の過程で重要に

なるのは、歴史における「勝者／敗者」並びに「加害者／被害者」の関係がいか

に変化するかである20)。 

こうした「過去事清算」事業の展開の中で、2000 年代の「歴史戦争」を引き起

こす要因となったのが、親日派処理問題、歴史教科書の検定化、太陽政策の三つ

である。第一の親日派処理問題とは21)、植民地時代に日本の統治に協力した人物

を処罰するというよりは、解放後に再び韓国の統治・経済エリートとなった「親

日派」についての真実を究明する作業である。親日派処理は、解放直後に問題と

されながらも 1949 年に李承晩政権が反共を理由に棚上げし、民主化までタブー

となっていた。しかし、1990 年代になって活発に議論されるようになり、廬武鉉

政権期の 2004 年には「日帝強占下反民族行為真相糾明に関する特別法」が制定

され、2005 年には大統領直属の「親日反民族行為真相糾明委員会」が設置された。

第二の問題は、2003 年に国史教科書の国定制度が廃止されて検定制度に移行し、

新たに選択科目として「韓国近現代史」が導入されたことを指す。新たな検定教

科書の内容をめぐって、一部保守派の間に非常に批判的な態度が見られた。第三

の太陽政策は、金大中政権（1998-2003 年）が採用した南北間の外交的緊張緩和・

経済的協力路線である。進歩陣営の知識人をはじめ、この政策を全面的に受け入
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れた韓国人が多数存在した一方で、後のニューライト運動の登場に見られるよう

に、この政策を強く批判する勢力も、保守陣営を中心に存在した。これら三つの

要因はいずれも、そしてとりわけ前二者は、過去清算事業の生み出したものだった。 

これらの動きは、韓国における忘却された記憶を取り戻す試みにほかならな

い。記憶史研究では、記憶ではなく忘却こそが人間に通有のことだと指摘されて

いる22)。ここで言う忘却とは「完全に失われる」ことではなく、忘却されたとさ

れる記憶が、蓄積的記憶として資料館や生き証人のもとにひっそりと蓄えられて

いることを意味する。そのような記憶を取り戻すこと、すなわち蓄積的記憶を機

能的記憶に転化することが、1990 年代韓国の過去事精算という営みであった。 

3.  保守陣営の危機感と「ニューライト」の組織化 

前節で述べた「歴史戦争」を引き起こした要因、特に親日派処理問題と歴史教

科書の検定化が、過去事清算事業の産物であるのに対し、「歴史戦争」の直接の

引き金となったのは、進歩政権の誕生である。1998 年、金大中が初の進歩陣営の

大統領となり、2002 年には同じく進歩派の廬武鉉が大統領選挙に勝利した。一

方、保守陣営は、深刻な汚職事件もあり23)、二度にわたる大統領選挙で敗北し、

危機感を募らせた。さらに、進歩陣営の大統領の下でも国会での優位を保ってい

た保守陣営は、2004 年 4 月の国会選挙において敗北を喫し、韓国史上初めて、行

政と立法のいずれにおいても進歩陣営が多数派を占めることになった。 

このような中で、保守陣営の中から保守改革を唱える声が挙げられるようになっ

た。1990 年代に進歩から保守に「転向」を宣言した知識人を中心に、2004 年末に生

まれたいわゆる「ニューライト」運動がそれである24)。ニューライト運動は、複数の

組織・団体からなる多様な運動であり、その中には、抽象的に保守の新たな思想を提

示する運動や、具体的な政治的新保守勢力の形成を目指す運動が混在していた。 

本稿の扱う文化的記憶の観点から見れば、ニューライトの多様な組織の中で、

特に「教科書フォーラム」（2005 年 2 月結成）と「ニューライト財団」（2006 年

4 月結成）とが注目される。これらの団体は、いまや機能的記憶となった韓国近現

代史像を標的として、検定化した歴史教科書や過去事清算に見られる歴史認識が

「左傾化」しており、韓国の経済発展という「成功」が「歪曲」されており、「自

虐史観に陥っている」などとして、「大韓民国は絶体絶命の危機に陥っている」

と主張した25)。『歴史批評』などの進歩系学術誌で確認できるように、ニューラ

イトの主張は早くも2006年には大きな関心を集め、厳しく批判されるようになっ
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た26)。文化的記憶のヘゲモニーをめぐる対立、いわば陣営間の「歴史戦争」は、

この時期に本格的に始まったと考えられる。 

以上のように、歴史運動としてのニューライトは、1990 年代以降の過去事清算

の展開、なかでも親日派処理問題と韓国近現代史の描き方、そして太陽政策の採

用に不満を募らせた勢力であった。ニューライトからすれば、分断や国家暴力と

いった韓国近現代史の否定的な側面ではなく、経済成長という「成功」こそが、

機能的記憶とされるべきなのである27)。これは、前節で論じた 1990 年代以降の

展開に対する保守的バックラッシュと言うほかない。その中で、韓国の 1948 年

を「建国」として捉えようとする立場が登場し、これが「建国論争」に発展して

いく。 

III   建国論争の歴史的背景  

本節では、「歴史戦争」の前提となる、韓国現代史の基本的事実を確認する。 

1.  反共勢力による韓国政府樹立の歴史的過程 

「大韓民国」は 1948 年 8 月 15 日に国家として政府樹立を宣言した。その 3 年

前の同日、朝鮮半島は日本の植民地支配からの解放を迎え、8 月 24 日に北部がソ

連軍に、9 月 8 日に朝鮮半島南部が米軍に占領された。ここから南北政府樹立に

至るまでの展開には、この時期に顕在化しつつあった米ソ冷戦が大きく影を落と

している。南部を軍事占領した米国は、それまで連合国による外交的承認を得ら

れていない大韓民国臨時政府や建国準備委員会などのいかなる政治勢力も政府と

して承認しないとの方針をとる一方、12 月のモスクワでの米英ソ外相会談で朝鮮

半島を信託統治下に置くことに合意した28)。しかし、南部では李承晩、金九といっ

た民族右派を中心に激しい反託運動が展開され、結局、信託統治は実現しなかっ

た。信託統治に反対する李承晩は、1946 年 6 月には、一刻も早く南部での単独

（反共）政府を樹立することの必要性を訴えた。その後、米ソ間の協力関係が崩壊

した結果、1948 年 5 月 10 日には朝鮮半島南部で国連監視下の選挙が行われた

（5.10 選挙）。この選挙に対して、北部は抗議した。李承晩と同じく民族右派であ

る金九と金奎植は、選挙に先立って 1948 年 4 月に平壌を訪問し、金日成ら北部

の指導者と会談し、統一政府樹立を訴え、5.10 選挙に参加しないことを言明した。
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結局、5.10 選挙からは、左派が排除されただけでなく、金九、金奎植など右派も

それをボイコットすることになったのである。 

左派の排除と民族右派のボイコットにも関わらず、この 5.10 選挙を起点とし

て、朝鮮半島南部では 8 月までに「大韓民国」の体制が整えられた。すなわち、

選挙後に国会で憲法（制憲憲法）が制定され（7 月 17 日）、国会によって李承晩が

初代大統領に選出され（7 月 24 日）、これらを受けて大韓民国政府の樹立が宣言

された（8 月 15 日）。さらに、韓国政府は国連総会で承認を受けた（12 月 12 日）。

先行研究が指摘するように、政府樹立を解放と同一の日付（8 月 15 日）としたこ

とには、冷戦構造の中で北朝鮮に対して、朝鮮半島で韓国のみに法的な正統性を

与えようという狙いが込められていた29)。 

政府樹立当時、大韓民国の先行きは不透明であったが、この国家が現在に至る

まで続く「韓国」である。1961 年の朴正煕によるクーデターや 1987 年の民主化

による憲法改正といった政治体制上の大きな変化はあるものの、法的存在として

の大韓民国は、国号や国旗などに見られるように、継続性を有している。 

2.  冷戦を背景とした文化的記憶の創造 

南北分断と冷戦の状況の下では、自己同一性の源泉となる対内的・対外的な正

統性は国家にとって主要課題であり、そのために韓国を支える文化的記憶の創造

が必要であった。そこで、韓国に正統性を与えるものとして、植民地期の大韓民

国臨時政府との継承性が強調された。米軍政が1919年の臨時政府を承認しなかっ

たにも関わらず、制憲憲法の前文は、「［中略］大韓民国は三・一独立運動により

建立され、世界に宣布された偉大なる独立精神を継承し、今民主独立国家を再建

し〔た〕」と、大韓民国が臨時政府を継承していることを宣言している30)。第 6

共和国（1987 年以降）の現行憲法においても、「悠久の歴史と伝統に輝く我々大

韓国民は、三・一運動で建立された大韓民国臨時政府の法統［31)中略］を継承〔し

ている〕」と、この継承性を明示している32)。 

制憲憲法の前文は、大韓民国臨時政府そのものを継承したとの立場は取らず、

その「独立精神」のみを継承し、「民主独立国家」の「再建」を発布するものと

なった。その一方で、国号としては「大韓民国」を使用することによって、上海

臨時政府を継承したとの体裁が取られた。これは、李承晩が、具体的な継承性を

強調するよりも、臨時政府との関係をあえて曖昧にした方が、1948 年の大韓民国

に正統性を与えやすいと考えたためであると指摘されている33)。 
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 国家体制を整備した後には、新生国家にとって、国民にその国家の正統性を日

常的に意識させる手段として記念日を制定することがきわめて有効である。その

ために、1949 年 10 月 1 日に公布された「国慶日に関する法律」によって 4 つの

国慶日が制定された。すなわち、独立運動を記念する「三・一節」（3 月 1 日）、

制憲憲法制定を記念する「制憲節」（7 月 17 日）、日本からの独立を記念する「光

復節」（8 月 15 日）、そして朝鮮民族の神話に基づいて檀君が即位し檀君朝鮮を

建国したことを記念する開天節（10 月 3 日）である34)。 

これらの国慶日の制定は、既に文化的記憶となっていた檀君神話と植民地支配

の経験を踏まえた上で、機能的記憶の作用によって新生大韓民国の独立と体制整

備に文化的記としての意味づけを与えようとする試みであったと理解できる。ま

さに第 1 節で提示したエリートによる文化的記憶の創造にあたる。しかし、1949

年に制定された記念日では、後の建国論争で焦点となる、「韓国」が何を指し、

近代国民国家としての韓国がいつ「建国」されたかは、曖昧であった。この曖昧

さをめぐる意見の相異は、ニューライトの登場とともに顕在化し、それが建国論

争に至るのである。 

IV  1948 年説の登場と建国論争の勃発（2003-2008 年）  

ニューライト運動の組織化および「歴史戦争」勃発と同時に、1948 年の政府樹

立を「建国」と見なす新たな見解が登場した。1980～1990 年代の主要な現代史

叙述においては、1948 年を（南北）政府樹立の年とすることが一般的であった35)。

それに対し、1990 年代後半からは、李承晩を再評価する流れの一環として 1948

年を「建国」の年とすべきとの主張が登場する36)。これと同時に、8 月 15 日を

1945 年の解放の日としてではなく、1948 年の「建国」の焦点となる日として記

念すべきであるとして、「光復節」の名称を「建国節」に改定することを求める

主張も登場する。本稿では、このような歴史観を「1948 年説」と呼ぶ。 

筆者は、1948 年説の登場と公式化、およびそれをめぐる対立について以前の論

文で具体的に論じているため、ここでは本稿の理解に必要な範囲でそれを簡潔に

まとめる37)。2006 年以降、『朝鮮日報』と『東亜日報』の紙上でニューライト系

学者が「建国」という語の使用と「建国節」の導入を訴えるようになり、2007 年

後半になって 2008 年の政府樹立 60 周年を「建国記念」と位置づけて祝うことを
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目的に民間委員会を設立した。2007 年末の大統領選挙で李明博が勝利し、その翌

4 月の国会選挙でハンナラ党が過半数の議席を獲得すると、大統領はすぐに建国

60 年記念事業委員会を設立し、1948 年建国史観に立って 2008 年の国家主催記

念事業を推進することとした。李明博政権は、ニューライトの 1948 年説を全面

的に受け入れ、韓国の機能的記憶を変化させることを試みたと考えられる。 

建国 60 年記念事業が推進される中で、記念日としての 8 月 15 日の呼称に関し

て、光復節を「建国節」に改名する法案が 2008 年 7 月に国会に提出された。こ

れに先立ち、2003 年と 2007 年にも同じような法案がハンナラ党の議員によって

提出されたが、いずれも社会的に注目されることはなく、失敗に終わっていた。

しかし、2008 年には、この法案は進歩系メディアを中心に強く批判され、社会の

中で 1948 年建国史観と光復節の内容をめぐる激しい議論、すなわち「建国節論

争」を勃発させることになった。 

 

図 2 2008 年の建国節論争の主要論点 

 

 

李明博政権と保守三大新聞は、韓国現代史を経済成長による「成功」の物語と

して描き出し、その文脈において 1948 年建国史観の必然性を訴えた。それに対

して、進歩系新聞と市民団体、多くの韓国現代史研究者は、1948 年を建国の年と

して記憶することが独立運動史を消し去り、親日派処理の失敗を隠蔽し、独裁を

美化するものであるとして、建国 60 年記念事業と建国節導入に猛反発した。野

党や進歩メディアからだけではなく、主要独立運動団体である光復会38)や全国の
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主要現代史学研究所からも猛反発を受け、結局、政府は建国節の導入を断念し、

改名案を提出した代表議員は謝罪に追い込まれた。そして、2009 年以降の 8 月

15 日の中央慶祝式は、従来通り、光復節として 1945 年の解放に焦点を当てて実

施されることになった39)。 

V   記念文化再編の試み（ 2009–2015 年）  

建国論争において、保守派は 2008 年の建国節論争の段階で 1948 年説を機能

的記憶の地位に押し上げようとしたが、強い反発の前に、その試みは失敗に終わっ

た。しかし、これで建国論争が終わったわけではなく、むしろ 2008 年は建国論

争の始まりであった。建国節論争は、大韓民国の「建国」の記憶をめぐる新たな

議論を生み出した。 

いかなる「建国」説であれ、機能的記憶に含まれるようになるためには、文化

的記憶のヘゲモニーを得られる物語という土台が必要である。その創造に成功し

て初めて、機能的記憶の再編が可能になる。機能的記憶を再編する方法として、

記念文化を改造することが挙げられる。記念文化は、アストリド・エルルによる

と、物質的側面（歴史叙述、記念碑など）、社会的側面（大学、資料館、記念行事など）、

精神的側面（価値観、歴史認識、文化的偏見など）という三次元よりなる40)。これら三

つの側面は常に変容しつつ相互に関係し合っており、その相互関係が記憶文化とし

て表出する。建国論争は、歴史叙述と博物館という物質的側面、記念行事という社

会的側面、そして歴史認識という精神的側面を作り替える試みと言えよう。 

具体的には、韓国の建国を「いつ」と捉えるか、解放前後の韓国近現代史、特

に独立運動、分断、権威主義体制と経済成長をいかに記憶するかが、「建国」の

キーワードで幅広く論じられるようになった。本節では、建国論争が全面的に政

治化するまでの記念文化の再編の動きを明らかにする。 

1.  大韓民国歴史博物館の建設 

 2008 年の建国 60 年記念事業が大きな批判を招いたにもかかわらず、李明博政

権はその後、改めて 1948 年説に立つ歴史観を採用し、大韓民国歴史博物館の建

設を進める。大韓民国歴史博物館とは、「韓国」の「現代史」を展示する博物館

として、2009 年から建設され始め、2012 年 12 月末に開館した国立博物館であ
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る。この 4 年間の建設過程において、「韓国」とは何か、さらに「現代史」とは

いつから始まるのかなどをめぐって、保守・進歩間での深刻な対立が展開した。

しかし、博物館の建設は李明博政権と文化体育観光部（以降「文化部」）によるトッ

プダウンで推進され、全体として現代史学者はその過程から排除されたと批判さ

れている41)。 

 2010 年 1 月 25 日に文化部による「大韓民国歴史博物館の建立基本計画案」が

公開され、その中に「大韓民国の樹立」との表現があることが明らかになると、

建国論争が再燃した42)。光復会は「親日派の役割が認定される」ため、1948 年を

建国の始点とした文化部の博物館案に反対する立場を表明し、「1948 年大韓民国

樹立」を「大韓民国政府樹立」に変更するよう要求する声明書を公開した43)。す

ると、翌日には、国家報勲処44)がそれに対する支持を表明した45)。28 日、光復会

は文化部前でデモを組織し、それには 1000 人が参加した。その日のうちに文化

部はその要求を受け入れ46)、基本計画の最終版で「政府樹立」の表現を採用する

ことになった47)。 

 それにもかかわらず、2012 年 12 月に開館した博物館は 1948 年説に立った史

観で建てられていると言わねばならない。4 つの展示室のうち、1919 年の臨時政

府樹立と 1945 年の光復は第一展示室の一部に過ぎず、展示全体の大きな分岐点

は 1948 年の政府樹立にある（第二展示室）。保守派から見れば、「大韓民国歴史

博物館を通して、我が歴史に対する国民のプライドを高め、それを未来の持続的

な発展と繁栄を導く動力に昇華する必要がある。我らの歴史を客観的かつ実証的

に示すことが肝要であり、大韓民国の正統性を貶めようとする試みは断固として

排除しなければならない」のである48)。一方、進歩派にとっては、大韓民国歴史

博物館に表出した歴史認識は、「親日勢力を大韓民国の功労者として認定するこ

とによって歴史を歪曲」するものにほかならない49)。 

大韓民国歴史博物館の展示には、進歩陣営の記憶は反映されていないと言って

も過言ではない。この博物館の建設によって、保守勢力はソウル中心の公共の場

に自らの歴史認識を展示する記憶の場を創造することに成功した。これは、1948

年説を上から社会に強制する、記念文化の改造である。 

2.  学術研究における蓄積的記憶の再活性化の試み 

2009 年以降、「建国」に関する相互に異なる機能的記憶が、歴史学、政治学な

ど学術研究の場を中心に顕在化していく。これは、建国問題に関する実証的な学
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術研究に基づいて韓国の起源をめぐる記憶を蓄積的記憶から機能的記憶に移し換

える試みであったととらえることができる。この動きが展開したのは、李明博政

権の後半期（2009－2012 年）と朴槿恵政権前半期（2013－2015 年）にあたり、そ

れまで議論されなかった問題が多数の学術書・論文などで扱われるようになった。

これによって、1948 年説の他に、「1919 年説」と、より複眼的な、本稿が「第

三の見解」と呼ぶ立場が明確になっていく。 

 

(1) 1948年説 

 1948 年説は、概ね 4 つの論点で 1948 年建国を主張している。国際関係／外交

的承認、外的要因の重視、政治体制の形成、制憲憲法における用語使用である。

まず、国際関係の点からは、1948 年に韓国の近代国民国家としての条件が完備さ

れたことが強調される。1919 年の臨時政府の民族史的な意味合いは「高く評価す

る」ものの、それは近代国民国家の樹立ではないとの主張である50)。また、外交

的承認を最大の問題とし、1933 年のモンテビデオ条約で確認された国家の 4 つ

の基本構成要件（領土、主権、国民、国際社会による承認）に照らし合わせ、韓国は 1948

年 8 月 15 日に初めてそれらを満たし「実質的に近代国民国家として成立」した

とする。「大韓民国の建国は［中略］1948 年 8 月 15 日に成し遂げられたことに

論難の余地はない」とする51)。それに対して、「臨時政府はあくまでも臨時政府

に過ぎなかった」として、臨時政府が国家として承認されていなかったことを強

調している。しかし、モンテビデオ条約は政府の承認とは無関係である52)。解放

前後を通じて臨時政府が国際社会によって承認されなかったことを外交的承認の

問題として重視するならば、この見解は妥当かもしれない。他方、強国に無条件

追従する事大主義的な解釈であるとの批判も可能であろう。 

 さらに、1948 年説は外的要因、特に冷戦の影響を強調する傾向にある。1948 年

説では、韓国の政府樹立とは、自由主義の制度導入に加え、冷戦という外的影響を

決定的に受けたことによる、朝鮮半島において「かつて前例がない［中略］断絶」

であった53)。それはフランス革命やロシア革命のような分岐点であり、「後の成功

の原点」になり、朝鮮半島の歴史における「唯一の革命」であった54)。そのような

立場からすれば、分断は不可避であり、李承晩は早くも 1946 年 6 月に冷戦状況を

正確に把握し、正しい選択をとった国父であると位置づけられることとなる55)。 

以上の論点は、1948 年説を提唱する学者の中に政治学者・経済史学者が多数含

まれていたという事情を反映していると考えられるが、それに加えて、国家の体
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制という視点から「建国」問題に接近することに発するものでもある。例えば、

金暎浩にとって、「建国」とは従来とは本質的に異なる新体制（個人の自由と平等、

財産権と人権保障）が確立したことを意味し、さらに、それは「民主共和国」と「国

民」の理念の導入（忠誠心、愛国心、共和国）と結びつけられる56)。1948 年説は、市

場経済を拒否して共産化した北朝鮮を常に「失敗例」として念頭に置きながら、

韓国が市場経済と自由民主主義を導入したことの意義を強調する。 

さらに、1948 年説では制憲憲法が史料的根拠として取り上げられる。韓国が

1919 年の時点で既に「建国」、1948 年に「再建」されたのであったのなら憲法

も「制定」ではなく「改正」されるはずであるが、制憲憲法において臨時政府は

「精神的に」に継承されているに過ぎない、というのである57)。 

とはいえ、1948 年説を採りつつも、臨時政府からのある種の連続性を見出して

いる研究者もいる。梁東安は、1948 年 8 月 15 日をはさんで、政治的側面におい

ては大きな断絶が見られる反面、理念及び人的構成の面においては過去からの継

承性が見られると主張する58)。 

 

(2) 1919 年説 

 1919 年説は、近現代史を常に民族史の中で考えることを重視し、1948 年を「（南

北）政府樹立」の年と呼ぶべきであるとする。大韓民国は、外交的承認とは無関係

に、1919 年には樹立＝建国されており、1948 年の前と後とを連続的に捉えるべき

であるとする。1919 年説の代表的研究者である韓詩俊によると、1948 年建国史観

は、法的にも、歴史的にも、社会的にも成立し得ない。韓は、1948 年当時の史料か

ら 1948 年 8 月 15 日の呼称の問題にアプローチし、政府を樹立させた当事者たち

が「政府樹立」や「再建」の表現を使用していたと指摘する59)。1919 年の憲章で国

号が指定されていた上60)、『官報』など 1948 年当時の公式文書では「大韓民国 30

年」の年号が使用されていた61)。つまり、同時代の文書を見れば、当時の歴史認識

においては「継承」「再建」「復活」であったことがわかるとする。「1919 年と

1948 年に樹立された大韓民国は、同一の年号を使用しており、同一の国家である

ことを示している。大韓民国の歴史の始まりがいつであるかを確かめようとするな

らば、明確である。それは 1919 年である」と結論する62)。 

 この見解は、建国節論争以前の旧来の見解に近く、冷戦の文脈においては、制

憲憲法などで見られるように対北正統性を主張する手段として使用されていた議

論である。そして、この見解では、李承晩より金九が、国際関係よりは国内の事
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情が、それぞれ重要視されることになる。 

 

(3) 第三の見解 

以上の二説に加えて 1948 年説と建国節導入には反対するが、1919 年説にも批

判的な態度を示す立場が存在する。徐仲錫、韓洪九、金東椿や辛珠柏などの韓国

現代史専攻の大学教授たちの主張である。2008 年の建国節論争を契機に提示さ

れたこの見解を、ここでは第三の見解と呼ぶ。第三の見解は、まとまった歴史認

識ではないが、1948 年説については、それが 1948 年以前の韓国現代史を軽視し、

反共体制を正当化し、国家暴力を矮小化することにつながるとして批判する63)。

つまり第三の見解は、1948 年説が解放に至るまでの国内外の独立運動の意義を

軽視し、解放の意味を忘却させ、大韓民国を所与の前提とすることに問題がある

と批判する64)。そのため、「建国」問題は、分断の問題および国家暴力の問題と

結び付けられ、「建国節」の名で記憶することは「反民族的」かつ「反統一的」

ということになる65)。 

加えて、第三の見解は、1948 年の政府樹立と反共体制の成立との関連が指摘され、

1948 年説を提唱する学者たちによる建国節導入の試みは、1949 年の反民族行為特

別調査委員会の失敗とそれ以降の親日派の韓国社会における役割の正当化に寄与し

ていると指摘する66)。韓洪九は、このような「親日派によるクーデター」の正当化こ

そが建国史観の核心であり、「親日派の立場からは 1948 年 8 月 15 日が本当の光復

節」であると批判する67)。そして、1948 年説や建国節の導入によって南北分断の責

任者である親日派の行動が合理化・正当化され68)、2008 年の建国 60 年記念行事に

よって、「親日派」による「民主主義の抑圧」、「民族統一の妨害」、「社会正義と

価値観に混乱を呼び起こした行動」までもが美化されかねないと主張する69)。 

「建国」に関して、第三の見解の学者たちの間で共通しているのは、1948 年説

と 1919 年説のいずれとも異なり、実際の解放前後の歴史的過程が機能的記憶に

含まれるべきだと主張する点である。例えば、第三の見解では、1945 年 8 月の建

国準備委員会の存在が言及され、韓国現代史において「建国」の語が同委員会な

どにより使用されていたこと、しかもそこでの「建国」は常に単一国家を樹立す

る意味で使われていたことが指摘される70)。この見解では、李承晩路線は、冷戦

状況を正確に把握した賢明な路線としてではなく、南北分断をもたらす役割を果

たしたと評価される。そして、韓国の「建国」は建国準備委員会などがいう「建

国」とは別の概念であり、従って、1948 年の 8 月 15 日を指して建国を使用する
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ことは不可能であると論じられる71)。1948 年説と対照的に、第三の見解では国内

にあった他の可能性が重視されているのである。 

以上の分析より、学者たちの間での建国論争の核心には、概ね三つの争点があ

ることがわかる。第一に、近代国民国家の基本構成要件をめぐる相違である。具

体的には、1919 年に樹立された大韓民国臨時政府を合法的な国家と見なすか否

かの議論である。第二に、対外関係を重要視するか、国内の事情を重要視するか

の相違であり、これらによって解放後の歴史をいかに評価するかが変わる。1948

年説が経済発展を強調すれば、1948 年説に反対する立場は植民地支配の残滓の

問題や、独立運動の記憶を強調する。第三に、1948 年の記憶と関連し、「国家」

の定義をめぐる解釈の相違がある。「建国」の語だけからすれば、その「国」が

政治的共同体としての近代国民国家（modern nation-state）を意味しているか（1948

年説、1919 年説）、古代からの民族共同体（ethnic nation）を意味しているか（第

三の見解）は曖昧であるといわねばならない。 

VI 建国論争の政治化 （2015 年 –現在）  

 2008 年にニューライトが記念日の焦点を変化させることに失敗して以降、「建

国」の文化的記憶をめぐる対立は、記念文化の改変の試みとして展開するが、そ

れは 2015 年になって再び社会の中で争点となり、次第に政治化していった。本

節では、この政治化がいかに展開したかをたどり、記念文化改変の試みが成功し

たか否かを論じる。 

1.  歴史教科書国定化政策と建国論争の再燃 

 先行研究で指摘されているように、李明博政権発足後、近現代史教科書の内容

の「修正」を目指したニューライトは、教科書の検定過程にも影響を及ぼし、よ

り「保守的」な解釈に立つ歴史教科書を検定に合格させることに成功した72)。し

かし、このことは社会の中に大きな対立を生み出し、2013 年に検定に合格した保

守的な教学社教科書は、結果的に採択率 0％となった73)。 

 2015 年 10 月、朴槿恵政権は歴史教科書を再び国定化する方針を発表し、2017

年までに新しい国定教科書を導入することを計画した。しかし、2003 年に検定化

されたばかりの教科書を保守政権がトップダウン型で再び国定化することは、社会
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の中で強い反発を呼び起こした。これが、朴槿恵の大法院による罷免まで約 2 年間

続く、いわゆる歴史教科書国定化論争（以下、「国定化論争」）の起点である74)。 

 この国定化論争の中で、国定化される教科書の内容をめぐって建国問題が 7 年ぶ

りに社会の中で大きく浮上し、建国論争に再び拍車がかかった。国定化論争勃発の

約 1 年後、2016 年 11 月 28 日に国定教科書の見本が公開されると、その中で 1948

年が「大韓民国の樹立」と記されていることが明らかになった。この国定教科書に

関して、公開から翌年 1 月末までに、教育部に対し 3807 件の意見が寄せられ、そ

の内 1590 件は建国論争関連であり、1948 年関連の修正を求める内容がほとんど

であった75)。 

建国論争が浮上した背景には、以上の国定化論争の他にも、朴槿恵大統領が

2015 年と 2016 年の光復節に当たって、それぞれ「建国」67 周年、68 周年を迎

えると発言したことがあると考えられる76)。朴槿恵の 2016 年の発言と同時に、

当時民主党の代表であった文在寅はフェイスブックで「真の光復」と名付けた投

稿を公開し、自らが 1919 年説の立場に立っていることを明らかにした。 

 

［臨時政府は］主権が国民にある民主共和国の樹立を宣言した。［中略］しかし、最近、

大韓民国が 1948 年に建立されたので、その日を建国節として記念すべきだと主張す

る人がいる。これは歴史を歪曲し、憲法を否定する反歴史的・反憲法的な主張である。

大韓民国の正統性を自ら否定する、とぼけた主張である77)。 

 

この投稿に対し、与党セヌリ党78)は、8 月 15 日の記念日を「光復節兼建国節」

に改名する方針を検討中であることを明らかにした79)。さらにセヌリ党の議員か

らは、1998 年に金大中が「建国 50 年」と発言したことがあることを引いて、「金

大中と廬武鉉もとぼけた人か？」との反論があった80)。 

この展開を背景に、2016 年 8 月 22 日に姜萬吉、徐仲錫、李萬烈をはじめ、

2008 年に「建国 60 年」を批判した韓国近現代史学者 20 人、学会・研究所 20 団

体が声明書を出し、「今日の大韓民国は全面的な危機に直面している」と宣言し、

朴槿恵政権の歴史政策を「退行的」、「時代錯誤」、「倒錯した」と猛批判した

81)。以下はこの声明書の一部である。 

 

［植民地時代の国内外の熾烈な独立運動の］結果、1945 年 8 月 15 日に我々は日本帝国の

植民地支配から解放された。そして、1948 年 8 月 15 日に大韓民国の政府を樹立した
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ことによって、制憲憲法に明記されているように三・一運動で樹立された「民主独立

国家を再建」することに成功した。［政府樹立を建国と見なすことは］日本植民地期の先

達の独立運動や大韓民国臨時政府を大韓民国建国と無関係とする主張であり［中略］、

この論理によれば［中略］親日派をしても大韓民国建国に参与すれば建国功労者にな

り、金九先生のように［中略］政府樹立に参与しない多数の独立運動家らは全て国家

反逆者になってしまう82)。 

 

つまり、声明書を出した韓国の歴史学者たちは、独立運動を重要視し、1948 年

を親日派処理問題と結び付け、それにより分断並びに反共制度と結び付けた。

1948 年の政府樹立を「建国」と見なすと、植民地時代に日本帝国と協力し、権威

主義体制期に独裁者と協力していた「親日派」が「建国功労者」となり、金九が

韓国現代史から排除され、「反国家事犯」になると恐れたのである。 

この声明書に対して、保守派の学者は『朝鮮日報』を通して自らの見解を表明

し、これまでと変わらぬ 1948 年説に沿った論点を唱えた83)。こうして、建国論

争は国定化論争の一環として、再び社会で議論されるようになった。しかし、こ

の国定化論争の展開において、1948 年節が韓国社会に受け入れられたかは大い

に疑問である。むしろ、『朝鮮日報』のような保守系メディアを除けば、多くの

近現代史研究者を含む大方の世論は 1948 年説に反対の態度を示していると言え

る。 

2.  与野党による建国史観の公式採用 

2016 年後半、韓国社会は崔順実事件84)をめぐり、朴槿恵大統領に対する大規模

な「ろうそくデモ」を経験し、国会と大法院の決議により朴槿恵は罷免された。

それを受けて、2017 年 5 月に大統領選挙が実施され、9 年ぶりに進歩政権が誕生

した。1919 年説の立場をとる文在寅が大統領になったことで、建国論争は全面的

に政治化していく。 

国定化論争の際に朴槿恵と文在寅が対立する「建国」の物語を採用したことを背

景に、野党となった自由韓国党85)は選挙後の 8 月 2 日に「革新宣言文」を発表し、

その中で「大韓民国は 1948 年の建国以来、自由民主陣営が血と汗で生み出し、築

き上げ、守ってきた国である」とした。韓国の主要政党のひとつが、それまで学術

研究の場で議論されてきた一方の学説を受け入れ、1948 年説を党の公式な見解に

採用したのである86)。一方、大統領となった文在寅は、約 2 週間後の光復節の慶祝
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辞で「2 年後の 2019 年は大韓民国建国と臨時政府樹立 100 周年を迎える年である」

と述べ87)、大統領として 1919 年説の見解を採用していることを明らかにした。 

与野党が相異なる学説を採用したことによって、再びメディアを通して議論が

沸き起こった。まず、『朝鮮日報』は、8 月 15 日、文在寅の発言について、大統

領が「保守陣営の主張に公式に反対」したと報道した88)。8 月 16 日には、自由韓

国党の 1948 年説の採用に関して、禹元植民主党院内代表が、自由韓国党は「無

駄な［2008年の］建国節論争を反省していない」と述べ、「憲法に規定された臨

時政府の法統を否定する憲法違反の主張であり、自らクーデターの後裔であり、

抗日勢力を矮小化していると自認するに過ぎない」として89)、1948年説を親日派

問題と結び付け、それを「クーデター」と呼んだ。これは、前述の「第三の見解」

の研究者韓洪九の解釈90)が、ある程度、民主党に受け入れられたことを示している。

それに対して、自由韓国党代表の洪準杓は、文在寅の 1919 年説採用は「北［朝

鮮］を意識し［中略］韓国政府の正統性を否認している」と批判し、「歴史学では

論争が続いている。大統領がある説を採用すれば歴史になる、ということではな

い」とも述べている91)。しかし、李明博が 2008年以来、大半の韓国現代史学者の

意見を無視したことを踏まえるならば、このような発言が空疎に聞こえるのも無

理はない。 

与野党がそれぞれ対立する史観を採用したことによって、建国問題は経済や福

祉政策と同様に、政治家たちが投票者に対してアピールする材料、すなわち歴史

政治（Geschichtspolitik）の一部となった。しかし、この段階での論争の内容を見

れば、2008年と状況が変わっていないことがわかる。 

3.  三・一運動並びに大韓民国臨時政府樹立 100周年記念事業 

2016 年に 1919 年説を採用した文在寅は、翌 17 年 5 月に大統領になると、2019

年に三・一独立運動の 100 周年記念事業と合わせて、大韓民国臨時政府 100 周年

記念事業を実施する方針を明らかにした。同年 11 月、国会では、臨時政府 100 周

年記念事業のための委員会の形態と予算が審議された。その際、予算をめぐって

与野党間の深刻な論争が起こり、自由韓国党の議員は、1919 年に焦点を当てる記

念行事は「建国節論争の争点である」と批判し92)、100 周年記念事業に強い反対

の姿勢を示した。 

しかし、文在寅大統領はこれらの批判を無視し、2017 年 12 月、中国訪問の一環

として、重慶市にある臨時政府庁舎跡を訪れ、再び 1919 年説の立場を誇示した。
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韓国の現職大統領としては初めての訪問であり、その場で文在寅は「大韓民国臨時

政府は我らの根だ。我らの精神だ」と記し、記念演説で「臨時政府は［中略］我ら

の法統だ。大韓民国憲法に大韓民国が臨時政府の法統を継承すると明示されてい

る。従って我々は臨時政府樹立を大韓民国の建国と［中略］見ている」と述べた93)。

さらに大統領夫妻は、金九の銅像の前で礼をし、金九を韓国の起源に関わる主要

人物と捉えていることを強調した。 

このように、大統領就任後も 1919 年説の採用を顕示する文在寅は、重慶市訪

問から約 3 カ月後の 2018 年 2 月 6 日、大統領令第 28623 号によって「三・一運

動並びに大韓民国政府樹立 100 周年記念事業推進委員会」を設立した94)。これに

よって、2019 年を「大韓民国 100 周年」と位置づけた記念事業を準備・推進する

団体が大統領の傘下に置かれることになり95)、7 月 3 日には記念事業委員会が公

式に活動を開始した（以下、「100 周年記念事業」）。委員会の活動開始に際し、文

在寅大統領は、「誇らしい民主共和国には 100 年の歴史がある」と演説した96)。

それに対し、『朝鮮日報』は、大統領が建国論争に火をつけたと報じた97)。 

2018 年はまた、韓国政府樹立または「建国」70 周年に相当する年でもあった。

光復節に当たって、文在寅は記念演説で韓国の「奇跡の歴史」に言及した98)。し

かし、保守陣営は「大統領の祝辞は形式に過ぎず、現政府が政府樹立 70 周年を記

念することに実は関心がないという事実を知らない人はいない」と批判した。『朝

鮮日報』によると、文政権は、政府樹立 70 周年よりも臨時政府 100 周年の記念

事業に力を入れており、「偏狭な民衆史観に陥っている。1948 年の政府樹立は国

民の記憶からむりやり消されようとしている」99)。さらに、「大統領慶祝辞でも

『建国の父たち』に対する感謝が一言もなく、李承晩の名前すら口にしなかった。

国の土台を作り、戦争を克服し、米国が猛反対する韓米同盟を勝ち取った李承晩

なくして大韓民国の奇跡は果たして可能だっただろうか」と、建国論争を李承晩

の評価と結びつけた100)。数多くの学術研究で論点が整理されたにもかかわらず、

進歩陣営からも 10年前の建国 60年記念事業の際と全く同様の批判が繰り返され

た。李承晩と金九の評価をめぐる対立にも進展がなかった。2008 年に進歩陣営が

1948 年説によって李承晩が国父とされることを恐れたように、2018 年には保守

陣営が李承晩が記憶から抹消されることを恐れた。ある意味で、論争は 2004 年

のニューライト登場時の地点から変化していなかった。 

しかし、2008 年の建国節論争に際して建国 60 年記念事業を全面的に支持し、

建国節導入にも好意的であった『朝鮮日報』『中央日報』『東亜日報』における
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論調には、2017 年以降、微妙ではあるが明らかな変化が見られる。2016 年の国

定化論争の時点では『朝鮮日報』の論調は 2008 年とさほど変わってはいなかっ

たが101)、朴槿恵の罷免以降、次第に変化が見られるようになった。2008 年以来

1948 年説に極めて肯定的であった『朝鮮日報』でさえ、2017 年には建国論争の

多様な見方を紹介するようになり、8 月 24 日から 28 日にかけて「大韓民国建国

の論争、ここが気になる」との 5 回にわたる連載記事を掲載した102)。2018 年 2

月 7 日掲載のコラムでは、政府樹立 70 周年が「盛り上がらない」と文在寅政権

を批判しつつも、「建国節」や「大韓民国を否定する」ような「極端な主張」に

反対し、さらに「建国」の語の使用を控えるように呼び掛けた。2008 年に建国 60

年の記念事業を全面的に支持していた新聞であることを考えれば、論調転換であ

ることは明らかである103)。 

2008 年に「単純な『政府樹立の日』ではなく、大韓民国という立派な国を建て

た日であることに自負を持ち建国と呼ぶのが相応しい」104)と社説で主張していた

『中央日報』は、2017 年 9 月 13 日から 15 日にかけて「陣営に閉ざされた建国論

争」との 3 回にわたる連載を企画し、建国論争におけるイデオロギー性を全面的

に批判する立場に転換した105)。2017 年の連載の記事は、用語と記憶をめぐる「建

国論争」が 2000 年代に入ってからの対立であることを説明し、さらに学術研究

の成果を踏まえて李承晩と金九の異なる路線を紹介し、韓国には複数の「国父」

がいて然るべきだと主張し、さらに、1919 年説では却って大韓帝国の歴史が空白

とされる恐れがあるなど、多様な見方を紹介している。同紙は 9 月 18 日の社説

においては、建国問題については政治から切り離し、学者が議論すべきだとし、

さらに韓国の起源を連続した歴史的過程の中で捉えるべきだと主張した106)。『中

央日報』と同様に、2017 年 8 月 23 日付の『東亜日報』は二人の学者の意見を取り

上げ、「1919 年であれ、1948 年であれ、『建国』という表現は無理」と論じた107)。

さらに、同紙では、2008 年の建国 60 年記念事業の場合とは異なり、2019年には建

国論争関連の記事が殆ど見当たらない。 

さらに、本稿では具体的に論じる余裕がないが、この前後から次第に 1919 年

と 1948 年の連続性のみならず、1897 年の大韓帝国の樹立をも「建国」過程の流

れに含めて考えるべきだという見解も出現したことを指摘しておこう。 

しかし、「建国」に関する論調の変化が見えたとはいえ、保守陣営が進歩派の

見解を受け入れたわけではない。『朝鮮日報』は、学者間には多様な見解が存在

していると認めるものの、従来通り「左派」批判を展開している108)。すなわち、
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1948年の大韓民国政府樹立に至るまでの歴史的過程を前提とする 1919年説を部

分的に受け入れたとしても、第三の見解の指摘するような建国と分断・親日派処

理とを結び付けることには否定的である。 

2019 年に入り、100 周年記念事業が実施されている。3 月 1 日、光化門前では

非常に大規模な三・一独立運動記念式典が行われ、4 月 11 日には臨時政府 100 周

年の記念行事が行われた。しかし、興味深いことに、このような記念行事におい

ては、「100 年」や「100 周年」などが見えるものの、「建国」という起源を指

す言葉は使用されていない。保守系メディアによると、これは 2018 年の南北対

話政策と関連し、北朝鮮を意識した結果であるという109)。 

さらに注目すべき事実として、4 月 9 日に米国の上下院において、臨時政府の

存在を承認する決議案が提出されたことを挙げることができる110)。1948 年説が

外交的承認の欠如を理由に臨時政府を国家とは見なせないと主張してきたことに

鑑みれば、これは 1919 年説にとって追い風となり得る動きであると考えられ、

実際、韓国の主要新聞はこれを大きく報道した。しかし、2019 年 12 月現在、こ

の決議案は提出されたままに留まり、採択に至っていない。 

 

図 3・4 大韓民国建国 60 年記念事業（左）と三・一運動並びに大韓民国政府樹立 100 周年記

念事業の公式なロゴ（左） 

  

出典：青瓦台（図 3）、（図 4）。 

 

建国論争における対立しあう立場は、李明博と文在寅とがそれぞれの記念行事に

使った公式ロゴ（図 3・4）にも表れている。建国 60 年記念事業のロゴは太陽が輝い

ているように見え、これはニューライトと李明博政権が掲げた「先進化」111)を表し

ていると考えられる。「偉大なる国民、奇跡の歴史」というスローガンは、国民が経
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済成長の「奇跡」を果たしたことを機能的記憶の中心にしようとする試みであろう。

一方、100 周年記念事業では、「国民が守った歴史、国民が導いた国」というスロー

ガンの上にある「1」がろうそくを想起させるデザインとなっている。文在寅政権は、

民主化運動並びにポスト民主化韓国の市民社会、特に市民による「ろうそくデモ」の

文化に、韓国現代史の偉大さを見出していると考えられる。前者が近代国民国家の樹

立並びに経済成長といった上からの視点を強調するのに対して、後者は民衆の苦労

や運動といった下からの視点を強調している。 

結論   

韓国の「建国」の記憶をめぐる対立は、ニューライト運動の組織化の一環とし

て登場し、それ以降、文化的記憶のヘゲモニーをめぐる紛争として展開した。建

国論争は、単に韓国の「建国」をめぐる対立ではなく、むしろ韓国近現代史にお

ける植民地支配とその遺産、解放後の国家暴力や南北分断の記憶をどうとらえる

かという、いわゆる過去事清算をめぐる議論の一環として捉える必要がある。 

「建国」論争の展開は、概ね以下のようにまとめることができる。まず、1948 年

説はニューライトの組織化と同時に現われ、李明博政権期に一時的に国家主催の

記念行事で採用された。しかし、それをきっかけに「建国」の要件と政府樹立の

記憶をめぐる対立が生まれ、両陣営は 2008 年以降、それぞれの立場に沿って記

念文化を変化させる試みを続けてきた。同時に、学術研究の次元で「建国」が研

究の対象となり、その成果を踏まえ、様々な政治指導者や研究者が「建国」関連

の記憶を蓄積的記憶から文化的記憶に移し替えることを目指した。そのような動

きの中から、1948 年説と 1919 年説以外に、筆者が第三の見解と名付ける立場が、

主に韓国近現代史研究者から提起された。多様な論点を含むこの見解は、建国節

導入と 1948 年説とを批判し、1919 年説の一部を支持する議論から始まったが、

1919 年説を批判する内容も含んでいる。第三の見解は、特に両説の 1919 年と

1948 年の「大韓民国」との継承性を前提とする論理を批判し、解放後の実際の歴

史的過程を強調し、国際状況と国内状況、マクロとミクロの均衡を探っていると

考えられる。以上の分析を要約したのが図 5 である。 

建国をめぐる学術研究の進展にも関わらず、近年の韓国政治では、1948 年説と

1919 年説の二つの機能的記憶をめぐる対立が深まっているように見える。学術
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研究の中での複眼的かつ多様な解釈が、政治や一般社会にどれほど浸透している

かは疑問である。とはいえ、10 年以上続く建国論争を分析することによって明ら

かになったのは、1948 年説よりも 1919 年説の方がはるかに強固な社会的基盤を

有していることである。その理由を探ることは、筆者の今後の課題の一つである。 

建国論争は、政治的な妥協によってしか解決できない。真の和解のためには「忘

れる」ことも「裁く」こともなく、真実を究明して過去の過ちを常に記憶しなが

ら乗り越える必要がある112)。ある歴史的事象について複数の相互に排除し合うよ

うな記憶が共存するとき、一つの支配的記憶を求めるのではなく、複数の記憶の

相違を自由に論じられることや博物館で展示することができることが望ましい。 

学術の次元では、両説の対立が一つの定説へと収斂していく状況には程遠く、

社会の中でも韓国の起源をめぐる論争は進行中である。2019 年末現在、建国論争

の解決は見えにくい。複数の歴史の見方を包み込み、様々な立場の人に共有され

るような記憶をいかにして築くことができるのか。それは、韓国の人々にとって

の課題であると同時に、筆者にとっての課題でもある。 

 

図 5 2008 年以降の建国論争の主な展開 
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